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価値創造のためのイノベーションの再考

Ⅰ サステナビリティを起点とした
 イノベーション実現に向けた課題

昨今、ESGやSDGsが日本企業でも声高に
叫ばれるようになり、サステナビリティの取
り組みを経営と一体に実施すべきという意識
が確実に高まっている。ところが実際には、
サステナビリティ戦略と事業戦略が別建てと
なってしまっている企業も少なくない。なぜ
ならば、事業部門にとってサステナビリティ
は確かに取り組まなければいけない領域であ
るものの、収益性を高めるシナリオとはつな
がりにくいからである。

その結果、本社が主導するサステナビリテ
ィ戦略は、事業部門側の主体性がないまま進
められている場合もある。事業部門が事業戦
略と一体になってサステナビリティ戦略を推
進するには、サステナビリティ戦略を事業戦
略と関連する社会課題の解決という文脈の中
で考えていくことが必要になる。

このように、サステナビリティ戦略と事業
戦略を一体化するにはさまざまな課題があ
る。ここでは、①自社が取り組む必然性の確
認、②差別化要素の抽出、③従業員への浸
透、の 3 つの観点から述べたい。

1 自社が取り組む必然性の確認
サステナビリティに関する議論はSDGsが

起点となるため、どの企業が行っても同じよ
うな内容になりがちである。こうした企業の
特徴として、自社がどうしてこの社会課題に
取り組むのかという大義が明確になっていな
いことが挙げられる。自社の歴史を掘り下
げ、なぜ自社が存在し、これからどのような
姿を目指していくのかをまず明確にしておか

なければ、結局、当たり障りのない議論にし
かならないであろう。

そのような事態を避けるには、自社がどう
してその社会課題に取り組むかについて必然
的な大義を設定しておくことが必要となる。

2 差別化要素の抽出
事業の継続性を担保するには、解決したい

社会課題に対して自社らしさを盛り込みつ
つ、他社との差別化を図っていくことが重要
である。他社との差別化については、自社の
強みや創業から大事にしてきていることと社
会課題がどう関係しているのかを整理してお
きたい。

差別化のポイントは技術的な要素だけでな
く、企業文化、販売チャネル、人的資源など
も含めて検討すべきである。さまざまな観点
からの検討を踏まえ、何を自社の差別化要素
とし、どのようにして差別化を図りながら取
り組むのかについての議論を事前に十分重ね
ておきたいところである。

企業の存続にはサステナビリティの考え方
が重要であることは間違いないが、サステナ
ビリティを起点とした事業戦略を成立させる
には、当然のことながらある程度の収益性が
担保されていなければならない。一方で多く
のサステナビリティを起点とした取り組み
は、単体では短期的に収益化できるものでは
ない。また、社会インフラなど収益が出なく
ても取り組まなければいけない事業もある。
いずれにしろ中長期的には、収益性を高めな
ければならないことは確かである。

収益化を実現するには、中長期的な観点か
ら差別化を図ることに加え、事業として収益
性を持たせ、かつそれに向けた柔軟な発想と
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臨機応変な対応が欠かせない。たとえば、新
興国向けに開発した技術やそれに基づくビジ
ネスモデルを、同じような社会課題をかかえ
る先進国向けにカスタマイズし、広く事業展
開することにより（リバースイノベーショ
ン）、事業収益性を高めることもできるので
ある。

3 従業員への浸透
サステナビリティ戦略と事業戦略との関係

性については、事業別に価値創造ストーリー
が作成され、統合報告書などの形で公開され
ていることが多い。そこで、価値創造ストー
リーを日々の事業活動にどのように落とし込
んでいくかが重要であるが、多くの企業の実
情を見ると、ストーリーの実現は容易ではな
いようである。なぜならば、現場の人たちは
日々の事業活動に忙殺されてしまうからであ
る。

確かに、自社が社会課題を解決することに
よって、従業員は、誇り高く働くモチベーシ
ョンもエンゲージメントレベルも高められる
だろう。そういった状態に持っていくには、
くり返しになるがやはり、自社がどうして存
在しているのか、なぜその社会課題に取り組
むのかを明確にしておくことが不可欠であ
り、自社の経営理念や存在意義と、社会課題
解決に向けたサステナビリティ活動の 3 つが
結びついていなければならない。さらに、経
営理念や存在意義に対する意識は経営戦略に
おいて触れられるだけでなく、従業員の日々
の事業活動レベルにまで落とし込まれている
ことが望ましい。

Ⅱ 先進事例

サステナビリティ戦略と事業戦略を一体化
させている企業の先進事例として、ここで
は、丸井グループが取り組むサステナビリテ
ィの考え方に基づくイノベーション、ソニー
が実施しているアクセシビリティへの取り組
み、LIXILのインパクト戦略を取り上げる。
いずれも事業戦略と一体となっており、事業
主体者である事業部門がサステナビリティに
かかわる取り組みを事業戦略の中核として位
置づけ、自発的に推進しているものばかりで
ある。

1 丸井グループ
（1） 企業概要

小売事業、FinTech事業などを行う丸井グ
ループは、グループ総取扱高 4 兆4871億円、
社員数は4290人である（2024年 3 月末）。

（2） 丸井グループのサステナビリティと 

 イノベーション
丸井グループには、社会課題を解決するこ

とは自社の使命であるという考えが浸透して
いる。その意味では、社会課題の解決は同社
にとって事業そのものであるといえる。1931
年の創業以来、「お客さまのしあわせに寄り
添う」企業としての歩みを続けてきた。そう
した中、「すべての人が『しあわせ』を感じ
られるインクルーシブな社会を共に創る」と
いうミッションを持ち、社会課題の解決に取
り組んでいる。

同社は、小売を主体とした労働集約型企業
からFinTech主導の資本集約型事業にビジネ
スモデルを大きく転換した。この転換は、現
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在の社長である青井浩氏が2005年に就任した
ことを機になされたものである。青井氏が社
長に就任してすぐ「企業文化1.0」を掲げた
中で、真っ先に着手したのが企業理念の策定
と社員との対話である。

まず「対話の文化」を社内に浸透させ、そ
の後「働き方改革」「多様性の推進」「手挙げ
の文化」「グループ間職種変更異動」「パフォ
ーマンスとバリューの二軸評価」、そして

「Well-being」といった独自の取り組みを含
む 8 つの施策を展開した。中でも「手挙げの
文化」は同社の特徴的な取り組みであり、グ

ループ横断の全社プロジェクトへの参加や、
中期経営推進会議といった学びの場から異動
や昇進・昇格まで社員の挙手によって行われ
ている。2023年 3 月期までに、全社員の85％
が「手挙げ」をしている。

その後、2050年に向けた長期ビジョン「VI-
SION 2050」の描出を機に、企業理念が2019
年に策定された。これは共創理念体系として

「私たちのめざす姿」と「私たちの価値観」
に整理し、社員が日々の事業活動の指針とす
ることを目指したものである（図 1 ）。

こうして同社には、その価値観に強く共感

図1　丸井グループの共創理念体系

経営理念とは、ミッションを実現していくために欠かせない行動指
針です。「お客さまのお役に立つために進化し続ける」とは、社員一
人ひとりが多様なステークホルダーの視点に立ち、相手の想いや痛
みを理解できる「共感する力」を通じ、お役に立つことを意味して
います。この共感する力を進化させ続けることが、お客さまをはじめ、
社会や環境の課題解決につながる「革新する力」を生み出す源にな
ると考えています。「人の成長＝企業の成長」とは、この共感と革新
する力を通じて、社員一人ひとりが自己実現を果たしていくことが、
丸井グループの成長につながることを言葉にしたものです。

PHILOSOPHY

お客さまのお役に立つために進化し続ける
人の成長＝企業の成長

バリューとは、他のいかなる企業とも異なる、自社を自社たらしめ
ている独自の価値です。これは丸井グループが永続的に持ち続ける
べき創業の精神にほかなりません。創業者の言葉「信用は私たちが
お客さまに与えるものではなく、お客さまと共につくるもの」に由
来する「信用の共創」は、お客さまに寄り添い共感し、長いお付き
合いの中で生まれる信用を共に創り、互いに積み重ねていくことを
示しています。そしてもう一つの創業者の言葉「景気は自らつくる
もの」は、お客さまの「しあわせ」や社会が変化すれば、私たちも
ビジネスのあり方を根底から覆し、新たな需要や市場を創造してい
くという、丸井グループの「革新と進化」の気概です。

VALUES

信用はお客さまと共につくるもの
景気は自らつくるもの

ミッションとは、丸井グループの企業としての使命、存在意義を言
葉にしたものです。丸井グループのビジネスや企業活動は、このミ
ッションを実現していくためにあります。丸井グループのすべての
社員は、何かをなすとき、何かに迷ったとき、その決断がミッショ
ンに叶っているか否かを常に心に問いかけて行動する。それが、こ
のミッションの役割です。

MISSION

すべての人が「しあわせ」を感じられる
インクルーシブで豊かな社会を共に創る

私たちの価値観私たちのめざす姿

ビジョンとは、ミッションを実現するための道筋です。変化する外
部環境を見極めながら、すべての社員が一丸となって進むべき方向
を定めたものです。どんなに優れたミッション・バリューも、ビジ
ョンを描き長期目標を設定してこそ、今何を優先的に実践すべきか
が明確になり、具体的な事業戦略を推進することができます。

インパクトとは、企業として実現したい方向性を明確化したもので
あり、2050年の未来を見据えた丸井グループの宣言です。私たちが
考えるインパクトは、 3つのテーマで設定されていますが、「ステー
クホルダーが私たちに求めること」と「私たちが応えられること、
応えたいこと」の重なりであり、ステークホルダーが起点になって
いるのが特徴です。

VISION 2050

ビジネスを通じてあらゆる二項対立を
乗り越える世界をつくる

私たちの方向性
インパクト

将来世代の未来を共に創る
一人ひとりの「しあわせ」を共に創る
共創のエコシステムをつくる

出所）丸井グループWebサイトより作成
https://www.0101maruigroup.co.jp/ci/action.html
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業にまでさかのぼる。
丸井グループの社会課題解決に向けた姿勢

は、1931年の創業以来、店舗を中心とした小
売業時代から培ってきたものである。企業理
念に基づき、同社の強みが時間の蓄積ととも
に「秘伝のタレ」のように強化されてきたの
である。それを端的に表しているのが図 3 で
ある。つまり同社は創業以来、「お客さまの
お役に立つために進化し続ける　人の成長＝
企業の成長」というPHILOSOPHY／経営理
念に基づき、1960年に日本初のクレジットカ
ードを発行したことを皮切りに、1975年には
店頭でのカードの即時発行を開始したほか、
2006年にはVISAと提携してエポスカードを
発行するなど、FinTech事業を本格的に展開
してきた。そのうえで、ネット通販の拡大な
ど店舗に依存しない会員とつながるサービス
も展開してきている。

エポスカードに関しては、使いすぎ防止や
家計簿連動などのアプリ事業なども展開して
おり、生活者に寄り添い、「すべての人が

『しあわせ』を感じられる」という同社の
MISSIONを具現化した事業となっている。
エポスカードの会員数は2024年 3 月末時点で
759万人に上るが、同社の与信ノウハウは事
業の大きな基盤となり、企業理念に基づいた
強化が日々進められている。

こうした変革の根底にあるのが、前述した
「秘伝のタレ」と表現されている同社の強み
である。この「秘伝のタレ」には、小売を中
心とした創業期から2005年の青井氏の社長就
任を経て、FinTech中心の事業展開となった
現在まで脈々と続く、「信用の共創」という
考え方が根底にある。これはVALUES／コ
アバリューにも掲げている、創業者の言葉に

する社員が集まり、何をしたいか、何をすべ
きかを自ら考え、手を挙げて実行する文化と
なっている。背景には、仕事は与えられるも
のではなく自発的に行動しようとする考え方
がある。これは同社の文化を変革するための
基本的な考え方でもある。顧客の幸せの大前
提になるのが社員の幸せであるという考えで
あり、社員が自ら考えて行動できることが事
業を持続可能なものにするうえで非常に重要
であると考えている。

2019年には、将来世代を 6 つ目のステーク
ホルダーに加えた「VISION2050」を発表
し、それとともに小売×FinTech×未来投資
による三位一体の経営、そして知識創造型企
業への転換に動き出している（図 2 ）。

同社は、経営層が率先し、サステナビリテ
ィの考え方を基本として事業のイノベーショ
ンを推進している。その考え方のルーツは創

図2　丸井グループのステークホルダー　

株主・
投資家

重なり合う
利益（しあわせ）

の拡大

地域・
社会

お取引先
さま

社員

お客さま

将来世代

出所）丸井グループWebサイトより作成
https://www.0101maruigroup.co.jp/sustainability/theme04/co-creation.html
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由来する。
「信用はお客さまと共につくるもの 景気は
自らつくるもの」

同社には、リアルでもオンラインでも一人
ひとりの顧客に向き合い、共感によって課題
を解決するノウハウが蓄積されており、これ

を独自の価値、コアバリューとしている。そ
して、顧客と多数の接点を設けその生活に常
に接続していることをベースに、マルイ・モ
ディ店舗、エポスカード、自社および提携先
のECサイトなどで顧客とのエンゲージメン
トを強めている。

図3　丸井グループの「金融と小売」の融合を通じて培った「アセット」

未来投資

社内：新規事業投資
（株）okos／公認イニシアティブ

＋
社外：共創投資

共創投資部／D2C&Co.（株）／共創チーム

小売

22のリアル店舗 
OIOIブランドによる信用 
年間約 2 億人のお客さま 
小売・物流人材

FinTech

730万人超のエポスカード会員 
信用の与信ノウハウ 
安定した財務基盤 
IT・システム人材

PHILOSOPHY／経営理念 
お客さまのお役に立つために進化し続ける　人の成長＝企業の成長

VALUES／コアバリュー
信用はお客さまと共につくるもの 

景気は自らつくるもの

未来にとって良いインパクトを生む事業に投資
イノベーションの創出により、社会課題解決と利益の両立をめざす実験的「場」である

出所）丸井グループ「共創経営レポート2023」より作成
https://www.0101maruigroup.co.jp/ir/pdf/i_report/2023/i_report2023_a3.pdf
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ようというものである。
2022年にスタートしたこの取り組みは、ブ

ロックチェーン技術を用いた「デジタル債」
というスキームを取り入れたもので、証券会
社を除く事業会社としては日本初の取り組み
である。エポスカード会員であれば誰でも購
入でき、最低 1 万円から投資できる。これま
でに15億円の債権（「共創経営レポート2023」
発行時）が発行されており、共創パートナー
である五常・アンド・カンパニー、クラウド
クレジットを通じて、途上国を中心とした経
済的自立を目指す約 3 万3000人の低所得者層
に融資が行われている。

まなび応援は、日本の教育分野における個
人向けファイナンスプログラムである。近
年、国が推進する「GIGAスクール構想」や
リモート授業の増加により教育現場でのデジ
タル化が進み、生徒が 1 人 1 台、情報端末を
持つことが必要不可欠となっている。30年後
の世界で主役となる Z 世代やα世代を対象
とし、生徒や保護者を支援しようというもの
である。

具体的には、学校で利用するApple端末を
購入しやすくするために「残価設定クレジッ
ト」を導入した。これは、利用期間終了後に
端末を返却することを前提として、残存価値
をあらかじめ除いた金額でApple端末を購入
し、利用期間内の分割払いとすることで月々
の負担を抑えようという仕組みである。同社
はこのまなび応援を推進するために学校を直
接訪問し、保護者に対してプログラムの説明
をしているが、加えて、学校法人向けの販売
実績のある株式会社Tooや法人買い取り実績
のあるオークネットと共創していることも特
徴である。

さらに、エンベデット・ファイナンス機能
を時代とともに変化させながら強化し、顧客
のライフイベントや一生涯に寄り添うサービ
スへと発展させている。エンベデット・ファ
イナンスとは、金融以外の事業を展開する非
金融企業が既存サービスに金融サービスを埋
め込んで提供することである。丸井グループ
は、小売の機能とエポスカードに付随する与
信、決済サービスというFinTech機能の双方
を自社で有し、システム開発も自社内で完結
させられることにより、迅速に金融システム
をサービスに埋め込んだことが大きな強みと
なっている。

（3） 具体的な取り組み
丸 井 グ ル ー プ は2023年 よ り「 企 業 文 化

2.0」をスタートさせている。これは社会課
題解決と利益を両立させるために、自らが実
験台となり社会実験を行う企業への転換を意
味する。

ここでは、その取り組み事例として、ブロ
ックチェーンを活用した「ソーシャルボンド

（応援投資）」、そして教育分野での日本初の
個人向けファインナンスプログラム「まなび
応援！」について紹介する。これらの取り組
みは、「フィナンシャル・インクルージョ
ン」という同社の考え方に基づくものである。

ソーシャルボンドとは、社会課題を解決す
るための資金調達を目的に発行される債券の
ことである。丸井グループは、ソーシャルボ
ンドをエポスカード会員向けに販売する応援
投資として実施している。ブロックチェーン
技術を活用して途上国における低所得者層向
けの小口金融サービスを通じて、エポスカー
ド会員の社会貢献と資産形成の両立を応援し
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図4　Sonyʼs Purpose & Values

Purpose
存在意義

クリエイティビティとテクノロジーの力で、
世界を感動で満たす。

Values
価値観

夢と好奇心
夢と好奇心から、未来を拓く。

多様性
多様な人、異なる視点がより良いものをつくる。

高潔さと誠実さ
倫理的で責任ある行動により、ソニーブランドへの信頼に応える。

持続可能性
規律ある事業活動で、ステークホルダーへの責任を果たす。

存在するのかを明確にし、ソニーグループの
多様な人たちが同じベクトルに向かっていく
ために定めている（図 4 ）。

同社では、多様なニーズを持つ人たちとと
もにデザインや機能などを検討し、その声を
反映する「インクルーシブデザイン」を商品
化プロセスに取り入れていこうとしている。

たとえば同社のデジタルカメラの一部モデ
ルには、視覚障がいがある人からの声を受
け、メニューと動画再生画面を音声で読み上
げて操作をアシストする「音声読み上げ」機
能注1を搭載している。これは業界初の試み
である。

加えて、半導体レーザーソリューションを
展開するQDレーザ社とともに、全国の盲学
校および視覚障害者施設・団体に対して、約
200台の網膜投影カメラキット「DSC-HX99 

このプログラムが生まれた背景には、同社
が持つ「お客さま視点で新しいことに挑戦し
続ける」という風土がある。具体的には、
Apple製品の高い残存価値を活かし、業界の
常識にとらわれない金利設定、申し込み方
法、審査などを取り入れている。こうした挑
戦的な取り組みによって、丸井グループにと
って重要なステークホルダーである将来世代
の学びを支援し、社会にもたらすインパクト
と事業性の両立を目指している。

このように、丸井グループが考えるイノベ
ーションとは、新しいモノやコトを提供する
だけではなく、気候変動やエネルギー問題、
経済格差といった社会課題の解決を目指す取
り組み全体を指す。そのために、ブロックチ
ェーン技術などデジタルのノウハウを活用し
ながら、社会課題の解決に向けたさまざまな
社会実験を推進している。

2 ソニー
（1） 企業概要

ソニーはソニーグループの100％子会社で
あり、エンタテインメント・テクノロジー＆
サービス（ET＆S）事業を担っている。「テ
クノロジーの力で未来のエンタテインメント
をクリエイターと共創する」ことをミッショ
ンとし、世界中の人に感動を届けることを目
指している。

（2） ソニーのアクセシビリティ
ソニーのアクセシビリティは、そのPurpose

（存在意義）に基づき、2018年 4 月にソニー
グループの社長 兼 CEOに就任した吉田憲一
郎氏（現会長、CEO）が2019年 1 月に発表し
たものである。ソニーグループが何のために

出所）ソニーグループWebサイトより作成
https://www.sony.com/ja/SonyInfo/CorporateInfo/purpose_and_values/
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ーの発表の場を創出した。こうして同社は
QDレーザ社とともに、ロービジョンの人々
に撮影を通した自己表現の楽しさを一層感じ
られる場を提供し、写真・動画撮影を通じた
社会・文化活動への参加を促している。

こうした活動は、同社のPurpose（存在意
義）に基づき、誰もが自分らしく、感動を分
かち合える世界の実現に貢献しようという思
いの表れであるといえよう。

次に、同社が推進する完全ワイヤレス型ヘ
ッドホン「LinkBuds」の視覚障がい者歩行
支援アプリ「Eye Navi」への対応について
紹介する。

完全ワイヤレス型ヘッドホン「LinkBuds」
は、コンピュータサイエンス研究所の視覚障
がい者歩行支援アプリ「Eye Navi」と連携
し、国内において、顔の向きに応じた直感的
な音声案内による歩行支援を行っている。

「Eye Navi」は道案内と障害物検出、歩行レ
コーダー機能を備えている。「LinkBuds」は
リング型ドライバーユニットを搭載した、耳
をふさがない構造のため、周囲の音を自然に
聞きながら「Eye Navi」の音声案内を聴く
ことができる。
「LinkBuds」と「Eye Navi」の連携機能開
発に際して、視覚障がいのあるソニーのエン
ジニアが参画して音響調整を行っていること
も、同社のアクセシビリティに対する取り組
みの特徴といえる。同社では、2025年までに
このようなインクルーシブな取り組みをすべ
ての製品に開発段階で組み込むことを目標と
している。

このような取り組みを強化するため、2022
年からアクセシビリティについての研修を行
っている。当初は、役員、統括部長から研修

RNV kit」を寄贈している。これは、より多
くのロービジョンの人々に、撮影する楽しさ
とクリエイティビティを発揮する機会を提供
するための活動である。

ロービジョンとは、何らかの原因で視覚に
障がいがあり、メガネやコンタクトレンズを
装着しても「見えにくい」「まぶしい」「見え
る範囲が狭くて歩きにくい」など、日常生活
での不自由さを来している状態を指す。その
ような人は世界に 2 億5000万人、国内では
145万人いると推定されている注2。
「DSC-HX99 RNV kit」は、眼のピント調節
能力の影響を受けにくいレーザ網膜投影方式
を利用し、カメラが捉える被写体を網膜に投
影することで、従来のビューファインダーや
画面では見えづらい人でも、写真や動画を撮
影することができる。網膜全体の機能が低下
していると映像の認識が難しいケースがある
ものの、視覚障がい者が撮影する楽しさを体
験することに貢献している。
「DSC-HX99 RNV kit」を2023年に発売して
以来、同社には本製品を使用したロービジョ
ンの人々から、網膜投影による見え方の違い
に対する驚きや、写真や動画を撮影・共有で
きる喜びの声が寄せられている。

同社ではこのような声を活かし、一人でも
多くのロービジョンの人々に自身のクリエイ
ティビティを発揮する機会を提供したいと考
え、同社およびQDレーザ社からの寄付の申
し出に賛同を表明した全国の盲学校と視覚障
がい者施設・団体にカメラキットを寄贈して
いる。

2024年 5 月には、ロービジョンの人々が本
製品で撮影した写真の作品展をソニーイメー
ジングギャラリー銀座で開催し、クリエイタ
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的なコミュニケーションが活性化されてい
る。同社内のさまざまな製品を展開している
組織が横断的にアクセシビリティ推進責任者
会議を開催しており、その輪は研究開発

（R&D）、企画、設計、開発といった領域に
まで広がっている。その結果、同社は体験価
値をより迅速に製品に反映・投入できるよう
になった。

実際、カメラの水平画像を音で知らせる機
能は、もともとは視覚障がいのある人を想定
したものであったが、健常者にも好評で、高
い位置で撮影する場合や液晶画面での水平確
認ができない場合において、便利な機能とし
て活用されている。

こうした活動は社員のエンゲージメントを
高めることにもつながっている。同社が体験
価値を具体的な製品にできれば、社会課題の
解決に貢献しているとの実感が高まるからで
ある。

ソニーグループは、テクノロジーに裏打ち
されたクリエイティブエンタテインメントカ
ンパニーとして、「クリエイティビティとテ
クノロジーの力で、世界を感動で満たす」と
いうPurpose（存在意義）に基づいて研究開
発を推進している。「人に近づく」という経
営の方向性の下、よりクリエイター側に軸足
を置いたスタンスを取っているが、それは、
感動に満ちた世界をテクノロジーの力で実現
するには、クリエイターの「動機」に近づく
ことが必要不可欠だと考えているからであ
る。人とテクノロジーによって進化したソニ
ーグループの多様な製品、コンテンツ、サー
ビスを通じて、人・社会・地球が抱える課題
の解決に貢献することを目指している。

こうしたソニーグループの考え方に基づ

を始め、翌2023年には課長さらには新人も対
象となっている。

研修を開始した頃は外部講師を活用してい
たが、2023年からはソニー・太陽の社員の協
力で新入社員向けの研修を実施している。ソ
ニーグループの組織全体でインクルージョン

（包括・包含・包摂）な意識醸成を図ってい
るのはソニーならではの強みといえる。

ソニー・太陽は、ソニー（現在のソニーグ
ループ）の創業者である井深大氏の思いの
下、障がいのある社員が個性や能力を活かし
て働くことができる、ソニーグループの特例
子会社である。全社員の 6 割を障がい者が占
めている。

アクセシビリティについての研修では、ソ
ニー・太陽で働いている障がいのある社員が
協力し、ソニーの社員に対して車椅子体験を
行っている。この研修を通じて、ソニーの社
員は障がいに対する気づきを得ることができ
ると同時に、障がい者、高齢者に配慮し、商
品を使いやすくするアクセシビリティを学ぶ
のである。フィールドワークも行っており、
障がいのある社員と新入社員がグループごと
に分かれて与えられたミッションに取り組
む。あるミッションでは、義手を装着したソ
ニー・太陽の社員が、足の指を器用に使いな
がらスマートフォンで撮影する様子を見せ
た。こうした体験が製品のアクセシビリティ
を高める意義を実感するきっかけとなってい
る。

障がい者の立場になって考える経験をする
ことは、さまざまなクリエイターを理解する
ことにつながっている。これは同社が唱える

「クリエイターに近づく」ことにも寄与す
る。さらにそうした経験を通して、組織横断
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の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」
とし、「持続的な成長に向けて、よりアジャ
イルで起業家精神にあふれた企業になるため
の取り組みを続け、意思決定を行う際に指針
となるもの」としている。従業員を「価値創
造の原動力」と位置づけており、日々の業務
の中で「LIXIL BEHAVIORS（ 3 つの行動）」
を実践することで存在意義の実現につなげる
ことを目指している（図 5 ）。

同社は事業活動を通じて、持続的な価値創
造の実現を目指している。

Purpose（存在意義）に基づき、源泉とな
る同社の資本である人材、営業基盤、生産体
制、ブランド・ポートフォリオ、財務基盤を
活かし、価値創造に取り組んでいる。そこか
ら生み出されるアウトプットは、「事業活動
を通じた企業価値の向上」であり、さらには
アウトカムとして「社会や環境課題の解決に
おけるインパクト創出」を目指している（図
6 ）。

き、ソニーは多様性に満ちたクリエイターとと
もに、テクノロジーの無限の可能性でクリエ
イティビティを解放し、まだ誰も想像したこと
のないエンタテインメントの未来を描くことを
目指している。このような活動を継続するこ
とで、ソニーはサステナビリティの考え方に
基づくイノベーションを推進し続けている。

3 LIXIL
（1） 企業概要

LIXILは、2011年に国内の主要な建材・設
備機器メーカー 5 社（トステム、INAX、新
日軽、サンウエーブ工業、東洋エクステリ
ア）が統合して設立された住宅建材・設備機
器の総合メーカーである。2024年 3 月現在の
連結売上高は 1 兆4832億円、連結従業員数約
5 万3000人のグローバル企業である。

（2） LIXILのリバースイノベーション
LIXILはPurpose（存在意義）を「世界中

図5　LIXIL BEHAVIORS（ 3 つの行動）

正しいことをする 実験し、学ぶ敬意を持って働く

LIXIL BEHAVIORS
（3つの行動）

世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現

LIXILのPurpose（存在意義）は、持続的な成長に向けて、よりアジャイルで起業家精神にあふれた
企業になるための取り組みを続け、意思決定を行う際に指針となるものです。従業員は、当社における価値創造の原動力であり、

LIXIL BEHAVIORS（ 3 つの行動）を日々の業務の中で実践することで存在意義の実現につなげています。

MAKE BETTER HOMES A REALITY FOR EVERYONE, EVERYWHERE

LIXIL’s PURPOSE

DO THE
RIGHT THING

WORK WITH
RESPECT

EXPERIMENT
AND LEARN

出所）LIXIL「統合報告書2024」より作成
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5938/ir_material_for_�scal_ym37/158025/00.pdf
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「課題の抽出」に当たっては、部門横断で編
成されたインパクト戦略委員会の下、ESG評
価機関の評価項目（DJSI、MSCI）ならびに
SASB、GRI、SDGsなどのグローバルスタン
ダードを参照し、またステークホルダーから
意見を取り入れることで、候補となる課題を
抽出している。「課題に関するディスカッシ
ョン」では、インパクト戦略委員会が課題の
重要性についてリスク側面を含めさまざまな
角度から評価している。事業部門やコーポレ
ート部門に対するヒアリングを行うことで、
その重要性を確認している。
「課題の精査・評価」においては、執行役が
同社で設定したマテリアリティ評価基準に従
い、抽出・評価された課題の妥当性を精査
し、同社およびステークホルダー、社会への

同社はこうした価値創造プロセスの一環と
して、「インパクト戦略」を展開している。
インパクト戦略とは、今日と未来の世界にイ
ンパクト（よい影響）を生み出す取り組みを
通じて、世界中の誰もが願う、豊かで快適な
住まいの実現を目指すものである。世界的な
社会課題のうち、緊急性が高く、また同社が
専門性を活かして大きなインパクトを生み出
すことができる重要課題を、「課題の抽出」

「課題に関するディスカッション」「課題の精
査・評価」のプロセスを経て定めている。さ
らに、インパクト戦略を事業戦略に組み込
み、従業員やパートナー、さらには地域社会
などさまざまなステークホルダーと協働し
て、革新的な製品やサービスの提供など、具
体的な取り組みを進めている（図 7 ）。

図6　LIXILの価値創造プロセス　　
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出所）LIXIL「統合報告書2024」より作成
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5938/ir_material_for_�scal_ym37/158025/00.pdf
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レ「SATO」と手洗いステーション「SATO 
Tap」である。同社のSATO事業部は、これ
らの製品を現地に提供し、生活に根づかせる
ためのサポートをしている。「SATO」はプ
ラスチック製便器とその下についた弁ででき
ており、排泄後、水を流すと弁が開き、排泄
物を下に押し出した後、弁が閉じ、トイレの
ある空間を衛生的に保つことができるという
ものである。
「SATO」は2012年に開発され、バングラデ
シュに始まり、アフリカのルワンダやケニ
ア、さらにインドやフィリピン、インドネシ
アなどで提供されており、これらの国々で衛
生的なトイレと手洗い環境を整えている。同
社の「統合報告書2024」によると、SATO製
品は45カ国へ約860万台が出荷され、約6800
万人の衛生環境改善に貢献しているという。

当初、「SATO」は家庭向けを主なターゲ
ットとして展開していたが、現在では、学
校、公衆トイレ、難民キャンプなどにも利用

影響度を考慮したうえで重要課題の優先度を
設定している。最終的には執行役会にて承認
するプロセスが採られている。

こうしたプロセスを経て取り組んでいる優
先課題の一つが「グローバルな衛生課題の解
決」である。2022年時点で、世界で35億人が
安全に管理されている衛生設備であるトイレ
を使用できない環境にいる。うち4.1億人は
日常的に屋外で排泄をしており、また20億人
が家庭で基本的な手洗い設備を利用できてい
ないという。

この課題は深刻であり、SDGsの目標 6 で
ある「安全な水とトイレを世界中に」を達成
するには、進捗のペースを現在の 4 倍にすべ
きとされている注3。

そこで同社は、革新的で低価格のトイレや
手洗いソリューションを提供し、2025年まで
に 1 億人の人々の衛生環境改善を目指してい
る。

この活動における主力の製品は、簡易トイ

図7　LIXILにおける重要課題の評価プロセス　　

重要課題の評価プロセス

課題の抽出 
IDENTIFY

課題に関する
ディスカッション

DISCUSS
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継続的に重要課題の評価プロセスを実施しています

● ESG評価機関の評価項目（DJSI、MSCI）ならびにSASB、GRI、SDGsなどのグロ
ーバルスタンダードを参照し、またステークホルダーから意見を取り入れ、候補とな
る課題を抽出

●自社で設定したマテリアリティ評価基準に従い、抽出された課題のインパクトを測定

●インパクト戦略委員会（旧コーポレート・レスポンシビリティ委員会）において、課
題の重要性をリスク側面から評価

●事業部門およびコーポレート部門へのヒアリング

●抽出・評価された課題の妥当性を執行役が精査
●上記の結果とあわせて、LIXILおよびステークホルダー、社会への影響度を考慮し、
重要課題の優先度を設定

●執行役会にて承認

出所）LIXIL「統合報告書2024」より作成
https://ssl4.eir-parts.net/doc/5938/ir_material_for_�scal_ym37/158025/00.pdf
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の場が広がっている。
「SATO」のソリューションが低価格で、新
興国に受け入れられやすいものであるため、
上記のように多くの国々に根づいたといえ
る。同社は、単に「SATO」というソリュー
ションを提供するだけでなく、現地から新た
な需要を発掘し、イノベーションを創出でき
ている。こうした活動を継続することによ
り、長期にわたって地域の人々の衛生面を支
え、生活の質の向上に貢献しているのであ
る。

グローバルな衛生課題の解決に向けたこの
ような活動において、同社はさまざまなパー
トナーシップを組んでいる。その一つとし
て、LIXIL Public Partners（LPP）がある。
これは、政府、NGOや学術機関との連携と
協力を推進しているものである。

また、同社は、国際連合児童基金（ユニセ
フ）、米国国際開発庁（USAID）などの専門
機関とも連携し、衛生に関する意識を啓発す
るとともに、関連する製品の需要を創造し、
地域に合わせた製品の開発と普及活動を進め
ている。

さらに同社は、米国ジョージア工科大学お
よびビル＆メリンダ・ゲイツ財団と連携し、
衛生インフラへのアクセスが不十分な地域に
おいて、アクセスを可能とする取り組みを推
進している。具体的には、ジョージア工科大
学率いる共同開発チームが手がける下水処理
システムや浄化槽といった従来の衛生インフ
ラにアクセスする必要がない「第 2 世代再発
明トイレ（G2RT：Generation II Reinvented 
Toilet）」がある。具体的成果として、2024
年 3 月期、同社はジョージア工科大学から初
の商業ライセンスを取得し、購入可能な価格

で耐久性のある製品としてG2RTの実用化に
取り組んでいる注4。

こうした同社の取り組みは、先進国におけ
るイノベーションにもつながっている。その
典型例が、ケニアで開発した超節水型トイレ
と循環型無水トイレである。水資源の不足は
アフリカ全体で問題となっており、特にケニ
アの首都ナイロビでは急激な人口の増加から
さらに深刻化していた。そこで同社は、洗浄
時に水をほとんど使用しないトイレを開発
し、ケニア国内で展開してきたが、関連した
製品やソリューションは先進国でも需要が高
まり、慢性的な水不足にある米国でも利用さ
れた実績がある。日本でも災害時に避難施設
の設備として活用されている。

LIXILは、 こ の よ う にPurpose（ 存 在 意
義）を根底とした活動を継続し、社会課題解
決に取り組み続けることで、イノベーション
を創発している。

Ⅲ サステナビリティ起点での
 イノベーション創造に向けて

こうした事例の考察から、企業が、サステ
ナビリティを起点としたイノベーション創造
に向けた事業戦略の策定と実行をどのように
進めるべきか、次の 5 点を提言する。

1 　自社が解決すべき社会課題の選定
2 　多様性を高める企業文化の醸成
3 　共創パートナーシップの推進
4 　イノベーションを起こす人材の育成
5 　事業として継続性を持たせるための収

益化の工夫
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ざまなクリエイターがクリエイティビティを
発揮するサポートができる。

LIXILも技術力を活かし、衛生環境が整っ
たトイレを提供できている。丸井グループも
小売という場とFinTechという技術を活かし
て、同社にしかできない課題解決に取り組ん
でいる。共通するのは、いずれも独自性があ
るということである。

2 多様性を高める企業文化の醸成
サステナブルな事業を推進するには、多様

性を認めるインクルージョンが不可欠であ
る。それは、女性や外国人の従業員比率を高
めるといった表面的なことではなく、企業の
文化として根づいているということが重要な
のである。そのためには、さまざまなステー
クホルダーの視点に立つことが求められるだ
ろう。

この観点でソニーでは、グループ企業のソ
ニー・太陽において障がい者雇用に力を入れ
るともに、従業員の多様性に対するインクル
ージョンを高める教育をしている。

丸井グループも青井浩氏が社長に就任して
から多様性の推進に力を入れている。2015年
3 月期から中期経営計画において多様性推進
を掲げ、「輝く女性の活躍を加速する男性リ
ーダーの会」（内閣府）へも参画している。
他方、管理職で構成する「多様性推進委員
会」とグループ横断の従業員で構成する「多
様性推進プロジェクト」を結成し、社内の多
様性への理解を浸透させる草の根活動をくり
広げている。こうした活動により、トップダ
ウンで方向性を示しつつ、ボトムアップでの
着実な浸透も進んでいる。

また、同社が進める「手挙げの文化」も多

1 自社が解決すべき社会課題の選定
第Ⅰ章で述べたように、社会課題について

SDGsに基づいて議論すると、企業規模や業
界にかかわらず同じような課題に行き着きが
ちである。それは、アプローチが似通ってい
るので解決すべき課題がどうしても類似して
しまうからである。大事なのは、どうして自
社がこの課題に取り組むかという大義であ
る。その大義が組織を動かす根拠となり、納
得感を醸成するのである。

第Ⅱ章で見てきたソニー、LIXILともに自
社のPurpose（存在意義）を策定し、それと
の関連性の下、取り組むべき社会課題を選定
している。ソニーグループはSony’s Purpose 
& Valuesの下、人に近づくこと、クリエイ
ターに近づくことでその可能性を見いだし、
ユーザーとつながることでより多くの感動を
生 み 出 そ う と し て い る。LIXILもPurpose

（存在意義）に基づき、世界中の誰もが豊か
で快適な住まいを実現するため、衛生的なト
イレを使用できない地域においてSATO事業
を展開し、新興国で開発・普及に努めてい
る。

また、丸井グループは共創理念体系の下、
同 社 の 目 指 す 姿、 価 値 観 を 明 確 に し、
FinTechの技術を活かし、フィナンシャル・
インクルージョンの考え方から将来世代の

「しあわせ」を実現することを目指している。
事例のストーリーを追えば、それぞれの企

業がその取り組みを実施する必然性が自ずと
見えてくる。クリエイターに近づくことによ
り、さらに多くの感動を創出できるのは、ク
リエイターとユーザーの双方に強い接点を持
つソニーならではであろう。同社が培ってき
たエレクトロニクス技術を活用すれば、さま
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を推進している。同社の共創理念体系にも、
「私たちの方向性 インパクト」として、「将
来世代の未来を共に創る 一人ひとりの『し
あわせ』を共に創る 共創のエコシステムを
つくる」ことを掲げている。同社が抽出した
重要な社会課題を解決し、インパクトを起こ
すには、単独では不十分であり、共創のエコ
システムを展開していくことが不可欠である
と考えているのである。

この事例にも見られるように、共創パート
ナーシップを推進するには、自社がどのよう
な社会課題を解決したいと考えているのか、
解決するには何が足りないのかを明確にしな
ければならない。パートナーとなる企業と
は、実現したいビジョンを共有しておくこと
も不可欠であろう。こうしたプロセスを経
て、ビジョンに共感してくれた企業とともに
活動を進めていくのである。

4 イノベーションを起こす 
人材の育成

イノベーションを起こす基盤は、やはり人
材にほかならない。そのため、人材育成が最
も重要なポイントとなる。ソニーが実施して
いるように、人材育成はトップから新入社員
まで一貫して実施すべきである。なぜなら
ば、トップの発信や行動は育成の方向性を示
すものであり、従業員の行動指針になること
が求められるからである。

ソニーでは、ソニー・太陽の社員が講師と
なって障がい者の立場からの体験を伝え、そ
の中でいかにクリエイティビティを発揮でき
るかを自ら考えることができるようになって
いる。そのような人材育成の場を通じて、思
いを共有することができ、製品開発を担当し

様性を根づかせる基盤となっていると思われ
る。同社の従業員と接していると、「手挙
げ」が組織の隅々まで浸透していると実感す
る。多くの従業員は、自らの意思で現在取り
組んでいる仕事に参画している。自らの意思
を表明できるということは、互いの意思を尊
重し合うということでもあり、すなわち異な
る意見を尊重することの基本となる。多くの
企業は多様性の尊重をうたいつつも、それを
実現する企業文化が醸成されていない。その
ため、多様性といいつつ、数量的な目標提示
と進捗管理に終始してしまうのである。その
ような企業にとって、丸井グループの取り組
みは参考になるのではないだろうか。

3 共創パートナーシップの推進
サステナビリティを起点としたイノベーシ

ョンには、社会課題を解決したいという思い
を共有できるパートナーが不可欠である。社
会課題解決である以上、企業の活動が大きな
影響力をもたらすことが求められ、影響力が
大きいほど、周辺を巻き込む必要があるから
である。

共創パートナーシップの推進に関して、ソ
ニーはロービジョン者向けの取り組みでQD
レーザ社、視覚障がい者歩行支援ではコンピ
ュータサイエンス研究所といったように、個
社ではできない技術やノウハウを持つパート
ナーと提携している。そのことにより、視覚
に障がいのあるクリエイターが創造性を発揮
できるよう、より深いレベルで支援できてい
るのである。

丸井グループもフィナンシャル・インクル
ージョンの考え方に基づくイノベーションを
実現するため、さまざまなパートナーシップ
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流しているが、「バウンダリースパナー注6」
として境界線を越え、社会課題の解決に邁進
できる人材が育成されていることを肌身で感
じている。同社のこの活動は、2021年、日本
の人事部「HRアワード2021」の企業人事部
門に入賞するなど、人材育成の観点から高い
評価を受けている。

5 事業として継続性を持たせるため
の収益化の工夫

サステナビリティ起点で新規事業を創造
し、その事業を継続するには、事業としての
収益性をいかに高めるかという考え方が必須
である。社会課題解決だから利益を出さなく
てもよいという考え方ではいずれ継続できな
くなってしまう。事業とは離れた活動となっ
てしまい、フィランソロピー的な考え方とな
ってしまうからである。だからこそサステナ
ビリティは、事業として持続可能であること
が欠かせない。

事業としての持続可能性を持たせるには、
着目した社会課題に対して常に横展開をする
ことである。LIXILが新興国で行っている事
業は、水に関する課題について新興国向けに
開発した事業を米国のような先進国に、より
収益性の高いビジネスとして展開すること
で、慢性的な水不足というグローバルでの課
題解決に貢献している。ソニーのアクセシビ
リティの考え方も障がいのある人だけにとど
まらず、ユーザビリティを高めることに寄与
している。このように活用対象と用途を常に
広げるなど、収益性を持った活動が持続する
ように創意工夫していくことが必要である。

イノベーションは、異なる意見が交錯した

ているさまざまな職位・立場の人材が組織横
断で、インクルーシブデザインの開発に取り
組むことが可能となっている。

社会課題の解決に際して、最も大事なこと
は解決したいと強く思う課題を設定できるか
どうかである。そのためには未来起点で物事
を考えなくてはならない。世の中がどのよう
に変化していくのか、またそこで生じるであ
ろう社会課題に着目し、バックキャストで考
えることのできる人材が重要になるだろう。
問いを立てられる人材も必要になってくるだ
ろう。このような思いとスキルを持つ人材
が、組織内の境界線を越え、さまざまな組織
を結びつけることによって、イノベーション
を牽引できるのである。

このように、社会課題解決の視点に立ち、
イノベーションを起こすことができる人材の
育成方法は、従来の組織で行われるものとは
大きく異なる。そういった人材育成の事例と
して、横河電機の「未来共創イニシアチブ」
を紹介したい。

外部環境の変化が激しく、先行きが不透明
で、未来予測が困難な時代であるとの認識の
下、横河電機は、世界中の顧客を今後も長期
的なパートナーとして支えていくためには、
未来志向で変化適応力・俯瞰力・共創力を備
える人材の育成が急務であると考え、2021年
4 月に未来共創イニシアチブをスタートさせ
た。これはシナリオプランニングを活動の基
軸としたプロジェクトであり、「社外との共
創的なネットワーク構築」「社会課題解決の
ための新たな価値創出」「次世代リーダー育
成」を目的としている注5。

この活動には多くの若手が参画しており、
筆者もこの活動に携わっている人々と多く交
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語、韓国語）に対応している。販売地域によっ
て対応言語は異なる。国内モデルの場合は日本
語のみ使用可

2 ソニーニュースリリース「ロービジョン者の創
作意欲に寄り添う網膜投影カメラキットを発
売」（2023/ 2 /21）より引用

 https://www.sony.co.jp/corporate/information/
news/202302/23-007/

3 WHO／ユニセフ共同監査プログラム（JMP）に
よる報告書「家庭の水と衛生の前進2000-2020」

 https://www.unicef.or.jp/news/2021/0133.html
4 LIXILプレスリリース「LIXIL、ジョージア工科

大学のReinvented Toilet技術の実用化に向け、
初となるライセンス契約を締結」（2024/ 3 /22）
より引用

 https://newsroom.lixil.com/ja/20240321_g2rt
5 横河電機Webサイト「未来共創イニシアチブ」

より引用
 https://www.yokogawa.co.jp/solutions/feat 

ured-topics/future-co-creation-initiative/
6 境界を越えて組織/個人をつなぎ、縦横無尽に組

織行動に影響を及ぼす人材
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青嶋  稔（あおしまみのる）
野村総合研究所（NRI）フェロー
米国公認会計士、中小企業診断士
専門は長期経営計画策定、企業ビジョン策定、
PURPOSE＆VALUES策定、自動車、精密、電機、
重電などの製造業における中長期経営計画策定、組
織再編、本社機能改革、M&A、PMIなど

ところに生まれるものであり、日本企業が持
つ同質性と忖度による意思決定のプロセスと
はまさしく正反対のことが求められている。
このギャップを乗り越えるには非常に大きな
困難が伴うが、変化しようと思うのであれば
乗り越えなければならない。

社会課題を解決するポイントは、いかに多
くの人々の賛同を得られるかである。そこ
で、サステナビリティを起点としたイノベー
ションに関する具体的なビジョンを描くこと
が必要不可欠である。そのうえで、そのビジ
ョンを深く共有し、組織や企業の壁を越えて
イノベーションを牽引できる人材を育成して
いくことが求められている。その際には、多
様性はもちろん必要であるが、インクルージ
ョン、つまり多様性を受容することが求めら
れている。共創のエコシステムの中で企業内
だけでなく外部のさまざまなステークホルダ
ーと、社会課題解決に取り組むことのできる
人材を育成するとともに、サステナブルな事
業を推進していく企業が求められている。

注

1 メニュー表示に設定した言語が対応している場
合にのみ使用可能。10言語（英語、スペイン
語、フランス語、ドイツ語、ポルトガル語、イ
タリア語、日本語、簡体字中国語、繁体字中国


